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神戸都心・三宮地区における 

次世代スマートエネルギーインフラ構想 
～既存地下街を活用した管路ネットワーク形成の実現～ 

対象地域 神戸市 ～中央区三宮地区～（兵庫県） 

代表提案者 神戸市 

協同提案者 ― 

対象分野 

（まち・住まい・交通） 
まち 

平成26年度まち・住まい・交通の創蓄省エネルギー化モデル構築支援事業 
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【１】 地域の概観 

主要鉄道駅 乗降人員数 三ノ宮駅（JR西日本）：約24万人/日 

神戸三宮駅（阪急）：約11万人/日 

神戸三宮駅（阪神）：約10万人/日 

三宮駅（市営地下鉄）：約12万人/日 

三ノ宮地下街 概要 地下道延長：南北240m・東西210m 

延床面積：19,109㎡ 

年間使用電力：約1400万kWh 

店舗数：120店 

流動人口：約15万8千人/日 

三宮駅南地区地域冷暖房 

概要 

 

事業者：大阪臨海熱供給株式会社 

供給区域面積：20,000㎡ 

供給延床面積：78,200㎡ 

最大負荷：冷水35GJ/h 温水17GJ/h 

三宮地区 神戸市全域 神戸市の位置 

気温・降水量 

人口（年齢別分布） 

人口（推移） 

CO2排出量 

★ 

市 域 面 積 ：
553.12km2 

六甲山系南側
に東西に細長
い既成市街地
が広がる。 

産業分布 市内生産額 

人口密度：
2,780人/km2 

人口は23年度
をピークに減少
傾向である。 

高齢化率：23.1% 
5歳階級別に見ると、

60～64歳の人口が最
も多い。 

15歳未満人口は減少
し，65歳以上人口は
増加が続いている。 

地区面積：0.48km2 
神戸の交通結節機
能の拠点であり、
商業・業務機能の
中心である。 

地下空間がネット
ワーク上に形成さ
れている。 

駅ビル建替え、駅
周辺の再整備、地
下街の設備改修が
予定されている。 

近畿地方・兵庫県の
南東部に位置 

事業所数、従業者
数とも卸売業・小売
業が最も多い。 

約6兆円。全国の1.3％を占める。 

東日本大震災
以降は増加傾
向。 

産業、業務、家
庭部門が増加
している。 

瀬戸内海式気
候帯に属し、比
較的冬は暖か
く夏は涼しい。 

豪雨が発生し
やすい。 
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【２】 地域の課題 

環境配慮型都市の実現に向けて 

 神戸市では、低炭素社会の実現に向けた
「環境モデル都市」や持続可能な環境配慮型
都市をめざした「神戸スマート都市づくり計
画」に取り組んでいる。 

 ＪＲや阪急の駅ビルの建替えを契機とした
三宮地区の再整備にあたって、これら上位関
連計画の趣旨に沿った三宮地区のリノベーシ
ョンを牽引していくために、先行してスマートイ
ンフラを形成していくことが求められる。 

 

街の再整備とスマート化 

 神戸市では、三宮周辺地区の再整備は、 
神戸のまちや経済全体を活性化するうえで 
不可欠であると捉え、地区の再整備基本構
想づくりを進めている。 

 三宮地区の再整備にあたって、スマート化
の視点は重要であり、都市機能の高度化・複
合化、まちの賑わい創出・活性化や災害に強
いまちづくり等が求められる。 

三宮地区スマートコミュニティ構想 

リノベーション牽引型 
スマートインフラ形成 

プロジェクト 

低炭素 

防災（安心・安全） 

コンパクトシティ 
（都市の集約化） 

都市機能の 
高度化・複合化 

にぎわい・活性化 

民間投資の誘発 

三宮地区再整備 

環境モデル都市 神戸スマート都市づくり計画 

◆三宮構想会議 ◆駅ビルの建替計画 

▲三宮ターミナルビル（JR） ▲神戸阪急ビル東館 
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【３】 構想の全体像 

公共的空間活用 

供給サイドの視点 

◆分散型エネルギーシステム 

・地域冷暖房（ＤＨＣ） 
・コジェネ（ＣＧＳ） 

・太陽光（ＰＶ）＋蓄電池 

◆未利用エネルギー活用 

・地下水・下水熱の利活用 

需要サイドの視点 

・省エネ性能向上とBEMS導入 
（駅、ビル、公共施設等） 

・一元的な情報プラットホーム 
となるＣＥＭＳ構築 

◆建築物の省エネと 
ＣＥＭＳ形成 

地下空間 

地下駐車場 等 

面的エネルギー利用・ 
エネルギーマネジメント 

災害用備蓄（蓄エネ） 

次世代スマートエネルギーインフラ構築 

既存地下空間を活用した管路ネットワーク形成 

▲地下空間管路ネットワークのイメージ図 

構想コンセプト 

 持続可能で低炭素な三宮地区のリノベーションを牽引して
いくために、本構想では、既存の地下空間を活用して面的エ
ネルギー利用を可能とする管路ネットワークを形成すること
により、建替えや設備更新などに合わせて順次ビル群を接
続し、有機的に拡大・成長する「次世代スマートエネルギー
インフラ」構築を目指す。 

 創蓄省エネルギーに関するリーディングプロジェクトとして、
「地区レベルでの面的エネルギー利用（建築物の省エネと 
ＣＥＭＳ形成、分散型エネルギーシステム）」、「未利用エネ
ルギー活用」を展開する。 
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【３】 構想の全体像 

構想のコンセプトイメージ 

電気 

熱 
排熱 

地下街の設備更新計画と連携 

コジェネ 

排熱吸収式冷凍機 

情報 

既存ビル 

BEMS 

既存ビル BEMS 

新規ビル 

BEMS 

下水熱・地下水熱の利活用 

建築物の省エネとＣEMS形成 

未利用エネルギー活用 

自律分散型エネルギーシステムの導入 

既存地下空間を活用した
管路ネットワーク形成 

既存ビル 

BEMS 

地区レベルでのエネルギーの面的利用 
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【４】 構想の実現に向けたリーディングプロジェクト 
   （１）地区レベルでのエネルギーの面的利用 ①建築物の省エネとＣＥＭＳ形成 

【目的】 

  地区レベルでのエネルギーの面的利用を実現するために、ＣＥＭＳ（地域エネルギーマネジメントシステム）を構築し、外部
からの廉価でクリーンなエネルギーの調達をはじめ、エリア内の建築物の省エネ性能向上や、管路敷設等により需要家間で
の効率的なエネルギー融通（電気・熱）を実現する。 

【取組み内容】 

 エリア内の各施設（駅、ビル、公共施設等）の
省エネ性能の向上やＢＥＭＳ導入を進めるとと
もに、一元的な情報プラットホームとなるＣＥＭ
Ｓを構築する。 

① 地域ＰＰＳの設立。 

② 個々の建築物の省エネ性能の向上ととも
に、ＢＥＭＳの導入などにより各施設のエ
ネルギーの見える化を図る。 

③ 情報プラットホームとなるＣＥＭＳの構築及
び管路敷設等により、地区レベルでの効
率的なエネルギー利用を実現する。 

各建物オーナーが出資する地域エネル
ギー会社を設立。 

地域エネルギー会社から電力需給管理
会社に管路等のインフラ運営を委託する。 

地域エネルギー会社から地域内エネル
ギー（電力、熱）を提供する。 

ＳＴＥＰ１ 

ＳＴＥＰ２ 

ＳＴＥＰ３ 

【実施体制】 

  地域エネルギー会社を設立する。 
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【４】 構想の実現に向けたリーディングプロジェクト 
    （１）地区レベルでのエネルギーの面的利用 ②自律分散型エネルギーシステム導入 

【目的】 

 再開発やビルの建替えに合わせて、分散型エネルギーシス
テム（ＣＧＳ、ＰＶ＋蓄電池等）を導入することにより、エリアのエ
ネルギー自給率を向上させるとともに、災害時等における多重
のエネルギーセキュリティ（BLCP）を確保する。 

【取組み内容】 

① 再開発やビルの建替えに合わせて、自律分散型エネルギ
ーシステム（ＣＧＳ、ＰＶ＋蓄電池等）を導入し、ＣＥＭＳによ
る効率的な運転を行う。特に、防災拠点となる施設（公共
施設等）において先導的に整備を進める。 

② 地下空間を活用した管路敷設により、分散型電源（DPS）
の周辺建物へ熱と電気を融通する。 

③ 上記のエリア内に点在する分散型エネルギーシステムを
有機的につなぐ管路ネットワークを拡張し、多重のエネル
ギーセキュリティ（BLCP）を確保する。 

【実施体制】 

① 各建物側で分散型エネルギーシステ
ムを導入する（あるいはＥＳＣＯ事業）。 

② 地域エネルギー会社が自ら分散型電
源（DPS）を導入するとともに、各建物
の余剰の熱と電気を買い取り、地区
全体で有効利用する。 

防災拠点等 

防災拠点等 

防災拠点等 

分散型エネルギーシステム イメージ図 



8 

【４】 構想の実現に向けたリーディングプロジェクト 
   （２）未利用エネルギー活用 （下水熱・地下水熱の利用） 

【目的】 

 下水等の未利用エネルギーや、神戸市の地域資源である豊富な地下水を熱源として活用することにより、エネルギーの地
産地消と省エネ・省CO2を実現する。また、地下空間を活用した熱融通システムを構築し、地区全体での未利用エネルギー
の有効利用を図る。 

【実施体制】 

① 各建物において下水熱利用システム、地
下水熱利用を導入。 

② また、地域エネルギー会社側で熱融通シ
ステムを構築し、自ら下水熱、地下水熱利
用を図るとともに、各建物側との熱のやり
取りを行う。 

【取組み内容】 

① 再開発やビルの建替えに合わせて、地下
水利用の設備（地下水熱ＨＰ）を設置。 

② 下水熱ポテンシャルを調査・分析した上で、
下水熱利用設備（下水熱ＨＰ）を設置。 

③ 地下空間を活用した熱融通システムにより、
地区全体での未利用エネルギー（下水熱、
地下水熱）の有効利用を実現する。 

熱源設備

ＨＥＸ ＨＥＸ

熱導管ネットワーク

ＨＥＸ

熱融通システム

空調機

空調機

空調機

空調機

空調機

熱源設備

下水熱利用 地下水熱利用

ＨＥＸ HP HP ＨＥＸ

地下水熱利用

ＨＥＸ

下水熱利用
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【５】 構想の実現に向けたロードマップ① 

初期：2015～2019年度 中期：2020～2025年度 長期：2026～年度 

マ
イ
ル
ス
ト
ン 

未
利
用
エ
ネ
ル
ギ
ー 

活
用 

  地下水の活用 

  再開発・ビル建替えに合わせた分散型エネルギーシステム導入 

  下水熱の活用 

▲ 

地域エネルギー
会社の設立 

▲ 

地域ＰＰＳの設立 

▲ 

地下空間を活用した管路の敷設 

 下水熱・地下水熱 
 ポテンシャル調査・技術検討 

地下空間への 
管路の敷設工事 

  管路ネットワークの形成 
   分散型エネルギーシステムのネットワークへの接続 

  実証実験 
  
 地域エネルギー 
 会社の設立 

地
区
レ
ベ
ル
で
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
面
的
利
用 

地域PPS設立 
（ＣＥＭＳ形成） 
仮想一括受電 

熱の面的 
利用検討 

  電気と熱の最適なエネルギー利用 

  災害時等における多重のエネルギーセキュリティ（BLCP）の確保 

建
築
物
の
省
エ
ネ
と 

Ｃ
Ｅ
Ｍ
Ｓ
形
成 

下
水
熱
・ 

地
下
水
熱
の
利
用 

  建築物の省エネ性能の向上 

既存地冷の 
拡張検討 自

律
分
散
型 

エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム 

導
入 
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【５】 構想の実現に向けたロードマップ② 

年 電気エネルギー 熱エネルギー 

2014年 

2015年 
FS調査 

（地域PPS・CEMS） 

熱エネルギーの検討 

2016年 

地域PPS設立 ＆ 仮想一括受電 
FS調査 

（熱融通システム） 

2017年 

～ 

2019年 

 

 実 証 実 験 

・地域熱供給事業の拡張の可能性 
・地区内事業者の改修スケジュールと熱需要 

面的なエネルギーマネジメントを実行 
電力を地区内の需要家間で効率的に利用 

構 想 策 定 

地域エネルギー会社立上げ 
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【６】 構想の実現に向けた課題と方策 

『次
世
代
ス
マ
ー
ト
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
構
想
』の
実
現
へ 

項目 課題 課題に対する対応方針、対応策 

構想全体 

 

関係者間の調整 駅ビルの建替え、駅周辺の再整備、地下街の大規模設備改修、各ビルの
建替えや設備改修の時期が異なるため、関係者間の調整が課題。 

エリアマネジメント組織な
どの仕組みづくり 

さらに、エリアマネジメント組織などの仕組みづくりが課題。 
 

事業性の確保 エリア全体でエネルギー供給事業やエネルギーマネジメントを担う事業主
体が必要であるが、その事業性確保がカギとなる。他事業などを統合した
事業モデルの検討及び、各種補助メニューの組合せ、活用の検討が課題。 

リーディングプロジェクト 

①－1 

 

建築物の省エネと 

ＣＥＭＳ形成  

事業性の確保 

 
地域エネルギー会社を設立するため、出資者（建物オーナー等）の確保が
課題。 

事業者の確保 地域外から調達した電気及びエリア内の需要家間で電気・熱を需給調整す
る事業者の確保が課題。 

インフラの管理及び運営 各ビルの建替えや設備改修の時期が異なるため、柔軟な電気と熱の管路
整備、運営及び管理が課題。 

リーティングプロジェクト 

①－2 

 

自律分散型エネルギー 

システム導入 

既存システムとの調整 既存建物へ分散型エネルギーシステムを導入する場合は、既存の熱源シ
ステムとの調整が課題。 
 

系統電力との連携及び
逆潮流の影響 

地域ＰＰＳから系統電力への逆潮流が発生する（電気小売り）場合、系統に
与える影響が課題。 

リーティングプロジェクト② 

 

未利用エネルギー活用 

事業性の確保 

 
費用対効果（B/C）の確保が課題。 
地区全体での未利用エネルギー活用に向けて効率性の向上が課題。 

インフラの先行整備 各ビルの建替えや設備改修の時期が異なるため、熱源から需要先までの
熱融通システムの先行整備が課題。 
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【参考】 
   【４】 構想の実現に向けたリーディングプロジェクト～各リーディングプロジェクトの概要 

項目 内容 

プロジェクトの内容（構想全
体における位置づけを含む） 

エリア内の各施設（駅、ビル、公共施設等）の省エネ性能の向上やＢＥＭＳ導入を進めるとともに、
地区の一元的な情報プラットホームとなるＣＥＭＳを構築し、外部からの廉価でクリーンなエネル
ギーの調達をはじめ、エリア内の需要家間での効率的なエネルギー利用（電気・熱）を実現する。 

実施予定時期 初 期  ： 建築物の省エネ性能の向上、ＣＥＭＳ形成、地域エネルギー会社の設立 

中長期 ： 電気と熱の最適なエネルギー利用 

        災害時等における多重のエネルギーセキュリティ（BLCP）の確保 

想定実施箇所（場所） 三宮地区 

想定実施主体（実施体制） 地域エネルギー会社 

実現に向けての手順 ①FS調査 

②地域PPS設立・仮想一括受電 

③地域エネルギー会社の立上げ ・ 実証実験（電気と熱の面的利用） 

想定事業規模 未定 

想定事業効果 ①仮想一括受電による契約電力の圧縮 

②エネルギーマネジメントによる省エネ実現 

③電力負荷のピークシフト（ＤＲ効果） 

実施に向けての課題 

 

・事業性の確保 

・事業者の確保 

・インフラの管理及び運営 

【リーディングプロジェクト（１）】 地区レベルでのエネルギーの面的利用 ①建築物の省エネとＣＥＭＳ形成 
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【参考】 
   【４】 構想の実現に向けたリーディングプロジェクト～各リーディングプロジェクトの概要 

項目 内容 

プロジェクトの内容（構想全
体における位置づけを含む） 

再開発やビルの建替えに合わせて、分散型エネルギーシステム（ＣＧＳ、ＰＶ＋蓄電池等）を設
置することにより、エリアのエネルギー自給率を向上させるとともに、災害時等における多重の
エネルギーセキュリティ（BLCP）を確保する。 

実施予定時期 初   期  ： 既存地冷の拡張検討 

中長期 ： 再開発・ビル建替に合わせた分散型エネルギーシステム導入 
        地下空間への管路の敷設工事 
       管路ネットワークの拡張 
        分散型エネルギーシステムのネットワークへの接続 

想定実施箇所（場所） 三宮地区 

想定実施主体（実施体制） 再開発・建替・設備更新を予定する建物オーナーあるいは地域エネルギー会社 

実現に向けての手順 ①既存地冷の拡張可能性の検討 

②再開発・ビル建替に合わせ、分散型エネルギーシステム導入 
③地下空間を活用した、管路の敷設 
④再開発・ビル建替に合わせ、管路ネットワーク拡張 

想定事業規模 未定 

想定事業効果 ①排熱の有効利用 

②災害時分散型電源による安定的な電力供給 

実施に向けての課題 

 

・既存の熱源システムとの調整 

・系統電力との連携及び逆潮流の影響 

【リーディングプロジェクト（１）】 地区レベルでのエネルギーの面的利用 ②自律分散型エネルギーシステム導入 
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【参考】 
   【４】 構想の実現に向けたリーディングプロジェクト～各リーディングプロジェクトの概要 

項目 内容 

プロジェクトの内容（構想全
体における位置づけを含む） 

下水等の未利用エネルギーや、神戸市の地域資源である豊富な地下水を熱源として活用する
ことにより、エネルギーの地産地消と省エネ・省CO2を実現する。また、地下空間を活用した熱
融通システムを形成し、地区全体での未利用エネルギーの有効利用を図る。 

実施予定時期 初 期 ： 下水熱ポテンシャル調査 

       地下水の活用 

中長期： 下水熱の活用 

想定実施箇所（場所） 三宮地区 

想定実施主体（実施体制） 
 

各建物オーナー及び地域エネルギー会社 

実現に向けての手順 （１）再開発やビルの建替えに合わせて、地下水利用の設備を設置。 

（２）下水熱ポテンシャルの検討 

（３）下水熱の推進 

（４）地下空間を活用して、熱供給ネットワークの形成による安定性の確保 

想定事業規模 未定 

想定事業効果 ①エネルギーの地産地消の実現 

②未利用エネルギー活用による低炭素化の促進 

実施に向けての課題 

 

・事業性の確保 

・インフラの先行整備 

【リーディングプロジェクト（２）】 未利用エネルギー活用 （下水熱・地下水熱の利用） 


